
 
 

鹿児島市 令和６年度介護保険制度改正等説明資料 

 

認知症対応型共同生活介護 － 個別資料 － 

 

１．令和６年度介護報酬改定における改定事項について           ・・・1ページ  

 

２．指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を改正する告示 

・・・28 ページ 

３．指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防

サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について                                                

・・・51ページ 

 

４．介護報酬の算定構造（案）                      ・・・64 ページ 

 

 

 

 

 今回の資料に使用した「介護報酬の算定構造（案）」は、現段階で国が示

した改正（案）です。 

 今回の報酬改定等に関するご質問は、ホームページ掲載の質問票にて 

受付けます。(電子メール及びＦＡＸでのみ受け付けます。) 

以上、ご理解・ご協力をよろしくお願いいたします。 
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ソ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定小規模多機能型居宅介護事業

所が、利用者に対し、指定小規模多機能型居宅介護を行った

場合は、イからヨまでにより算定した単位数の1000分の17に

相当する単位数を所定単位数に加算する。 

レ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定小規模多機能型居宅介護事業

所が、利用者に対し、指定小規模多機能型居宅介護を行った

場合は、イからカまでにより算定した単位数の1000分の17に

相当する単位数を所定単位数に加算する。 

５ 認知症対応型共同生活介護費 ５ 認知症対応型共同生活介護費 

イ 認知症対応型共同生活介護費（１日につき） 

⑴ 認知症対応型共同生活介護費(Ⅰ) 

㈠ 要介護１                  765単位 

㈡ 要介護２                  801単位 

㈢ 要介護３                  824単位 

㈣ 要介護４                  841単位 

㈤ 要介護５                  859単位 

⑵ 認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ) 

㈠ 要介護１                  753単位 

㈡ 要介護２                  788単位 

㈢ 要介護３                  812単位 

㈣ 要介護４                  828単位 

㈤ 要介護５                  845単位 

ロ 短期利用認知症対応型共同生活介護費（１日につき） 

⑴ 短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅰ) 

㈠ 要介護１                  793単位 

㈡ 要介護２                  829単位 

㈢ 要介護３                  854単位 

㈣ 要介護４                  870単位 

㈤ 要介護５                  887単位 

⑵ 短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ) 

㈠ 要介護１                  781単位 

イ 認知症対応型共同生活介護費（１日につき） 

⑴ 認知症対応型共同生活介護費(Ⅰ) 

㈠ 要介護１                  764単位 

㈡ 要介護２                  800単位 

㈢ 要介護３                  823単位 

㈣ 要介護４                  840単位 

㈤ 要介護５                  858単位 

⑵ 認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ) 

㈠ 要介護１                  752単位 

㈡ 要介護２                  787単位 

㈢ 要介護３                  811単位 

㈣ 要介護４                  827単位 

㈤ 要介護５                  844単位 

ロ 短期利用認知症対応型共同生活介護費（１日につき） 

⑴ 短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅰ) 

㈠ 要介護１                  792単位 

㈡ 要介護２                  828単位 

㈢ 要介護３                  853単位 

㈣ 要介護４                  869単位 

㈤ 要介護５                  886単位 

⑵ 短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ) 

㈠ 要介護１                  780単位 
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㈡ 要介護２                  817単位 

㈢ 要介護３                  841単位 

㈣ 要介護４                  858単位 

㈤ 要介護５                  874単位 

注１ （略） 

㈡ 要介護２                  816単位 

㈢ 要介護３                  840単位 

㈣ 要介護４                  857単位 

㈤ 要介護５                  873単位 

注１ （略） 

２ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身

体拘束廃止未実施減算として、イについては所定単位数の

100分の10に相当する単位数を、ロについては所定単位数

の100分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する

。 

２ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさな

い場合は、身体拘束廃止未実施減算として、所定単位数の

100分の10に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

３ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高

齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単位数の100分

の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

４ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業

務継続計画未策定減算として、所定単位数の100分の３に

相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

５～７ （略） ３～５ （略） 

８ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に

対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定認知

症対応型共同生活介護事業所において、若年性認知症利用

者に対して、指定認知症対応型共同生活介護を行った場合

は、若年性認知症利用者受入加算として、１日につき120

単位を所定単位数に加算する。ただし、注７を算定してい

る場合は、算定しない。 

６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に

対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定認知

症対応型共同生活介護事業所において、若年性認知症利用

者に対して、指定認知症対応型共同生活介護を行った場合

は、若年性認知症利用者受入加算として、１日につき120

単位を所定単位数に加算する。ただし、注５を算定してい

る場合は、算定しない。 

９・10 （略） ７・８ （略） 

ハ （略） ハ （略） 

ニ 協力医療機関連携加算 

注 イについて、指定認知症対応型共同生活介護事業所におい

て、協力医療機関（指定地域密着型サービス基準第105条第

（新設） 

2
68

30



  

 

 

１項に規定する協力医療機関をいう。）との間で、利用者の

同意を得て、当該利用者の病歴等の情報を共有する会議を定

期的に開催している場合は、次に掲げる区分に応じ、１月に

つき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、医

療連携体制加算を算定していない場合は、算定しない。 

⑴ 当該協力医療機関が、指定地域密着型サービス基準第

105条第２項各号に掲げる要件を満たしている場合 

                        100単位 

⑵ ⑴以外の場合                40単位 

ホ 医療連携体制加算 

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして

、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し

、老健局長が定める様式による届出を行った指定認知症対応

型共同生活介護事業所において、指定認知症対応型共同生活

介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日に

つき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、医療連携体

制加算(Ⅰ)イ、(Ⅰ)ロ又は(Ⅰ)ハのいずれかの加算と医療連携体制

加算(Ⅱ)を同時に算定する場合を除き、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加

算は算定しない。 

⑴ 医療連携体制加算(Ⅰ)イ            57単位 

⑵ 医療連携体制加算(Ⅰ)ロ            47単位 

⑶ 医療連携体制加算(Ⅰ)ハ            37単位 

⑷ 医療連携体制加算(Ⅱ)             ５単位 

ニ 医療連携体制加算 

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして

、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し

、老健局長が定める様式による届出を行った指定認知症対応

型共同生活介護事業所において、指定認知症対応型共同生活

介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日に

つき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる

いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる

その他の加算は算定しない。 

 

 

⑴ 医療連携体制加算(Ⅰ)             39単位 

⑵ 医療連携体制加算(Ⅱ)             49単位 

⑶ 医療連携体制加算(Ⅲ)             59単位 

（新設） 

ヘ 退居時情報提供加算               250単位 

注 イについて、利用者が退居し、医療機関に入院する場合に

おいて、当該医療機関に対して、当該利用者の同意を得て、

当該利用者の心身の状況、生活歴等の情報を提供した上で、

当該利用者の紹介を行った場合に、利用者１人につき１回に

限り算定する。 

（新設） 

 

 ト （略） ホ （略） 
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チ 認知症専門ケア加算 

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合してい

るものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市

町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指

定認知症対応型共同生活介護事業所が、別に厚生労働大臣が

定める者に対し専門的な認知症ケアを行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を

加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定せず、認

知症チームケア推進加算を算定している場合においては、次

に掲げる加算は算定しない。 

⑴・⑵ （略） 

ヘ 認知症専門ケア加算 

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合してい

るものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市

町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指

定認知症対応型共同生活介護事業所が、別に厚生労働大臣が

定める者に対し専門的な認知症ケアを行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を

加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

 

 

⑴・⑵ （略） 

リ 認知症チームケア推進加算 

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合してい

るものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市

町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指

定認知症対応型共同生活介護事業所が、別に厚生労働大臣が

定める者に対し認知症の行動・心理症状の予防及び出現時の

早期対応（以下「予防等」という。）に資するチームケア（

複数人の介護者がチームを組み、利用者の情報を共有した上

で介護に係る課題を抽出し、多角的な視点で課題解決に向け

た介護を提供することをいう。）を行った場合は、当該基準

に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を加

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定せず、認知

症専門ケア加算を算定している場合においては、次に掲げる

加算は算定しない。 

⑴ 認知症チームケア推進加算(Ⅰ)         150単位 

⑵ 認知症チームケア推進加算(Ⅱ)         120単位 

（新設） 

ヌ～カ （略） ト～ル （略） 

ヨ 高齢者施設等感染対策向上加算 （新設） 
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注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し

、老健局長が定める様式による届出を行った指定認知症対応

型共同生活介護事業所が、利用者に対して指定認知症対応型

共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い

、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 

⑴ 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅰ)       10単位 

⑵ 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅱ)       ５単位 

 

タ 新興感染症等施設療養費（１日につき）      240単位 

注 指定認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者が別に厚

生労働大臣が定める感染症に感染した場合に相談対応、診療

、入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感染症に

感染した利用者に対し、適切な感染対策を行った上で、指定

認知症対応型共同生活介護を行った場合に、１月に１回、連

続する５日を限度として算定する。 

（新設） 

レ 生産性向上推進体制加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し

、老健局長が定める様式による届出を行った指定認知症対応

型共同生活介護事業所において、利用者に対して指定認知症

対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分

に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 生産性向上推進体制加算(Ⅰ)          100単位 

⑵ 生産性向上推進体制加算(Ⅱ)          10単位 

（新設） 

ソ （略） ヲ （略） 

ツ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定める

ワ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定める
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様式による届出を行った指定認知症対応型共同生活介護事業

所が、利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行っ

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年５月31日

までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからソまでにより算定した

単位数の1000分の111に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからソまでにより算定した

単位数の1000分の81に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからソまでにより算定した

単位数の1000分の45に相当する単位数 

様式による届出を行った指定認知症対応型共同生活介護事業

所が、利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行っ

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日

までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからヲまでにより算定した

単位数の1000分の111に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからヲまでにより算定した

単位数の1000分の81に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからヲまでにより算定した

単位数の1000分の45に相当する単位数 

ネ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定認知症対応型共同生活介護事

業所が、利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行

った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位

数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加

算は算定しない。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからソまでにより算

定した単位数の1000分の31に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからソまでにより算

定した単位数の1000分の23に相当する単位数 

カ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定認知症対応型共同生活介護事

業所が、利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行

った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位

数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加

算は算定しない。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからヲまでにより算

定した単位数の1000分の31に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからヲまでにより算

定した単位数の1000分の23に相当する単位数 

ナ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定認知症対応型共同生活介護事

ヨ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定認知症対応型共同生活介護事
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業所が、利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行

った場合は、イからソまでにより算定した単位数の1000分の

23に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

業所が、利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行

った場合は、イからヲまでにより算定した単位数の1000分の

23に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

６ 地域密着型特定施設入居者生活介護費 ６ 地域密着型特定施設入居者生活介護費 

イ 地域密着型特定施設入居者生活介護費（１日につき） 

⑴ 要介護１                   546単位 

⑵ 要介護２                   614単位 

⑶ 要介護３                   685単位 

⑷ 要介護４                   750単位 

⑸ 要介護５                   820単位 

ロ 短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護費（１日につき

） 

⑴ 要介護１                   546単位 

⑵ 要介護２                   614単位 

⑶ 要介護３                   685単位 

⑷ 要介護４                   750単位 

⑸ 要介護５                   820単位 

注１・２ （略） 

イ 地域密着型特定施設入居者生活介護費（１日につき） 

⑴ 要介護１                   542単位 

⑵ 要介護２                   609単位 

⑶ 要介護３                   679単位 

⑷ 要介護４                   744単位 

⑸ 要介護５                   813単位 

ロ 短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護費（１日につき

） 

⑴ 要介護１                   542単位 

⑵ 要介護２                   609単位 

⑶ 要介護３                   679単位 

⑷ 要介護４                   744単位 

⑸ 要介護５                   813単位 

注１・２ （略） 

３ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身

体拘束廃止未実施減算として、イについては所定単位数の

100分の10に相当する単位数を、ロについては所定単位数

の100分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する

。 

３ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさな

い場合は、身体拘束廃止未実施減算として、所定単位数の

100分の10に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

４ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高

齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単位数の100分

の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

 

５ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業

務継続計画未策定減算として、所定単位数の100分の３に

相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

 

６ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して ４ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して
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定した単位数の1000分の12に相当する単位数 

 （削る） ソ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定小規模多機能型居宅介護事業

所が、利用者に対し、指定小規模多機能型居宅介護を行った

場合は、イからヨまでにより算定した単位数の1000分の17に

相当する単位数を所定単位数に加算する。 

５ 認知症対応型共同生活介護費 ５ 認知症対応型共同生活介護費 

 イ～ソ （略） イ～ソ （略） 

ツ 介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定

める様式による届出を行った指定認知症対応型共同生活介

護事業所が、利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介

護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲

げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げる

いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) イからソまでにより算定

した単位数の1000分の186に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) イからソまでにより算定

した単位数の1000分の178に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) イからソまでにより算定

した単位数の1000分の155に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) イからソまでにより算定

した単位数の1000分の125に相当する単位数 

ツ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定める

様式による届出を行った指定認知症対応型共同生活介護事業

所が、利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行っ

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年５月31日

までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからソまでにより算定した

単位数の1000分の111に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからソまでにより算定した

単位数の1000分の81に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからソまでにより算定した

単位数の1000分の45に相当する単位数 

２ 令和７年３月31日までの間、別に厚生労働大臣が定める

基準に適合する介護職員等の賃金の改善等を実施している

（新設） 
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ものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市

町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った

指定認知症対応型共同生活介護事業所（注１の加算を算定

しているものを除く。）が、利用者に対し、指定認知症対

応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分

に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合におい

ては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑴ イからソまでにより算

定した単位数の1000分の163に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑵ イからソまでにより算

定した単位数の1000分の156に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑶ イからソまでにより算

定した単位数の1000分の155に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑷ イからソまでにより算

定した単位数の1000分の148に相当する単位数 

⑸ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑸ イからソまでにより算

定した単位数の1000分の133に相当する単位数 

⑹ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑹ イからソまでにより算

定した単位数の1000分の125に相当する単位数 

⑺ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑺ イからソまでにより算

定した単位数の1000分の120に相当する単位数 

⑻ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑻ イからソまでにより算

定した単位数の1000分の132に相当する単位数 

⑼ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑼ イからソまでにより算

定した単位数の1000分の112に相当する単位数 

⑽ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑽ イからソまでにより算

定した単位数の1000分の97に相当する単位数 

⑾ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑾ イからソまでにより算

定した単位数の1000分の102に相当する単位数 

⑿ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑿ イからソまでにより算
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定した単位数の1000分の89に相当する単位数 

⒀ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒀ イからソまでにより算

定した単位数の1000分の89に相当する単位数 

⒁ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒁ イからソまでにより算

定した単位数の1000分の66に相当する単位数 

 （削る） ネ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定認知症対応型共同生活介護事

業所が、利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行

った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位

数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加

算は算定しない。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからソまでにより算

定した単位数の1000分の31に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからソまでにより算

定した単位数の1000分の23に相当する単位数 

 （削る） ナ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定認知症対応型共同生活介護事

業所が、利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行

った場合は、イからソまでにより算定した単位数の1000分の

23に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

６ 地域密着型特定施設入居者生活介護費 ６ 地域密着型特定施設入居者生活介護費 

イ～ル （略） イ～ル （略） 

ヲ 介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の

ヲ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の
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注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防小規模多機能型

居宅介護を行った場合は、イからルまでにより算定した単位

数の1000分の17に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防小規模多機能型

居宅介護を行った場合は、イからヌまでにより算定した単位

数の1000分の17に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

３ 介護予防認知症対応型共同生活介護費 ３ 介護予防認知症対応型共同生活介護費 

イ 介護予防認知症対応型共同生活介護費（１日につき） 

⑴ 介護予防認知症対応型共同生活介護費(Ⅰ)     761単位 

⑵ 介護予防認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ)     749単位 

ロ 介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費（１日につき

） 

⑴ 介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅰ) 

                         789単位 

⑵ 介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ) 

                         777単位 

注１（略） 

イ 介護予防認知症対応型共同生活介護費（１日につき） 

⑴ 介護予防認知症対応型共同生活介護費(Ⅰ)     760単位 

⑵ 介護予防認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ)     748単位 

ロ 介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費（１日につき

） 

⑴ 介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅰ) 

                         788単位 

⑵ 介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ) 

                         776単位 

注１ （略） 

２ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身

体拘束廃止未実施減算として、イについては所定単位数の

100分の10に相当する単位数を、ロについては所定単位数

の100分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する

。 

２ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさな

い場合は、身体拘束廃止未実施減算として、所定単位数の

100分の10に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

３ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高

齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単位数の100分

の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

４ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業

務継続計画未策定減算として、所定単位数の100分の３に

相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

５～７ （略） ３～５ （略） 
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８ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に

対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定介護

予防認知症対応型共同生活介護事業所において、若年性認

知症利用者に対して、指定介護予防認知症対応型共同生活

介護を行った場合は、若年性認知症利用者受入加算として

、１日につき120単位を所定単位数に加算する。ただし、

注７を算定している場合は算定しない。 

６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に

対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定介護

予防認知症対応型共同生活介護事業所において、若年性認

知症利用者に対して、指定介護予防認知症対応型共同生活

介護を行った場合は、若年性認知症利用者受入加算として

、１日につき120単位を所定単位数に加算する。ただし、

注５を算定している場合は算定しない。 

９ （略） ７ （略） 

ハ （略） ハ （略） 

ニ 退居時情報提供加算               250単位 

注 イについて、利用者が退居し、医療機関に入院する場合に

おいて、当該医療機関に対して、当該利用者の同意を得て、

当該利用者の心身の状況、生活歴等の情報を提供した上で、

当該利用者の紹介を行った場合に、利用者１人につき１回に

限り算定する。 

（新設） 

ホ （略） 

ヘ 認知症専門ケア加算 

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合してい

るものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市

町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所が、別に厚生労

働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケアを行った場合は

、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定

単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算

定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定

せず、認知症チームケア推進加算を算定している場合におい

ては、次に掲げる加算は算定しない。 

⑴・⑵ （略） 

ニ （略） 

ホ 認知症専門ケア加算 

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合してい

るものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市

町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所が、別に厚生労

働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケアを行った場合は

、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定

単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算

定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定

しない。 

 

⑴・⑵ （略） 

ト 認知症チームケア推進加算 （新設） 
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注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合してい

るものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市

町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所が、別に厚生労

働大臣が定める者に対し認知症の行動・心理症状の予防及び

出現時の早期対応に資するチームケア（複数人の介護者がチ

ームを組み、利用者の情報を共有した上で介護に係る課題を

抽出し、多角的な視点で課題解決に向けた介護を提供するこ

とをいう。）を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い

、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次

に掲げるその他の加算は算定せず、認知症専門ケア加算を算

定している場合においては、次に掲げる加算は算定しない。 

⑴ 認知症チームケア推進加算(Ⅰ)         150単位 

⑵ 認知症チームケア推進加算(Ⅱ)         120単位 

チ～ヲ （略） ヘ～ヌ （略） 

ワ 高齢者施設等感染対策向上加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し

、老健局長が定める様式による届出を行った指定介護予防認

知症対応型共同生活介護事業所が、利用者に対して指定介護

予防認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に

掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる単位数を所定単位

数に加算する。 

⑴ 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅰ)       10単位 

⑵ 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅱ)       ５単位 

（新設） 

カ 新興感染症等施設療養費（１日につき）      240単位 

注 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者

が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に相談対

応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該

感染症に感染した利用者に対し、適切な感染対策を行った上

（新設） 
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で、指定介護予防認知症対応型共同生活介護を行った場合に

、１月に１回、連続する５日を限度として算定する。 

ヨ 生産性向上推進体制加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し

、老健局長が定める様式による届出を行った指定介護予防認

知症対応型共同生活介護事業所において、利用者に対して指

定介護予防認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該

基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数

を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定して

いる場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない

。 

⑴ 生産性向上推進体制加算(Ⅰ)          100単位 

⑵ 生産性向上推進体制加算(Ⅱ)          10単位 

（新設） 

 タ （略） ル （略） 

レ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定める

様式による届出を行った指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防認知症対応型共

同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、

令和６年５月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数

に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定して

いる場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない

。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからタまでにより算定した

単位数の1000分の111に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからタまでにより算定した

単位数の1000分の81に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからタまでにより算定した

ヲ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定める

様式による届出を行った指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防認知症対応型共

同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、

令和６年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数

に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定して

いる場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない

。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからルまでにより算定した

単位数の1000分の111に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからルまでにより算定した

単位数の1000分の81に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからルまでにより算定した
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単位数の1000分の45に相当する単位数 単位数の1000分の45に相当する単位数 

ソ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防認知症対応型

共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い

、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に

掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからタまでにより算

定した単位数の1000分の31に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからタまでにより算

定した単位数の1000分の23に相当する単位数 

ワ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防認知症対応型

共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い

、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に

掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからルまでにより算

定した単位数の1000分の31に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからルまでにより算

定した単位数の1000分の23に相当する単位数 

ツ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防認知症対応型

共同生活介護を行った場合は、イからタまでにより算定した

単位数の1000分の23に相当する単位数を所定単位数に加算す

る。 

カ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防認知症対応型

共同生活介護を行った場合は、イからルまでにより算定した

単位数の1000分の23に相当する単位数を所定単位数に加算す

る。 
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織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防小規模多機能型

居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次

に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 

(1) 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからルまでにより

算定した単位数の1000分の15に相当する単位数 

(2) 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからルまでにより

算定した単位数の1000分の12に相当する単位数 

 （削る） カ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防小規模多機能型

居宅介護を行った場合は、イからルまでにより算定した単位

数の1000分の17に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

３ 介護予防認知症対応型共同生活介護費 ３ 介護予防認知症対応型共同生活介護費 

イ～タ （略） イ～タ （略） 

レ 介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定

める様式による届出を行った指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防認知症

対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区

分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

レ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定める

様式による届出を行った指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防認知症対応型共

同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、

令和６年５月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数

に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定して

いる場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない
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⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) イからタまでにより算定

した単位数の1000分の186に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) イからタまでにより算定

した単位数の1000分の178に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) イからタまでにより算定

した単位数の1000分の155に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) イからタまでにより算定

した単位数の1000分の125に相当する単位数 

。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからタまでにより算定した

単位数の1000分の111に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからタまでにより算定した

単位数の1000分の81に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからタまでにより算定した

単位数の1000分の45に相当する単位数 

２ 令和７年３月31日までの間、別に厚生労働大臣が定める

基準に適合する介護職員等の賃金の改善等を実施している

ものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市

町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った

指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所（注１の加

算を算定しているものを除く。）が、利用者に対し、指定

介護予防認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該

基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数

に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し

ない。 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑴ イからタまでにより算

定した単位数の1000分の163に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑵ イからタまでにより算

定した単位数の1000分の156に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑶ イからタまでにより算

定した単位数の1000分の155に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑷ イからタまでにより算

定した単位数の1000分の148に相当する単位数 

⑸ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑸ イからタまでにより算

定した単位数の1000分の133に相当する単位数 

⑹ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑹ イからタまでにより算

（新設） 
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定した単位数の1000分の125に相当する単位数 

⑺ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑺ イからタまでにより算

定した単位数の1000分の120に相当する単位数 

⑻ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑻ イからタまでにより算

定した単位数の1000分の132に相当する単位数 

⑼ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑼ イからタまでにより算

定した単位数の1000分の112に相当する単位数 

⑽ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑽ イからタまでにより算

定した単位数の1000分の97に相当する単位数 

⑾ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑾ イからタまでにより算

定した単位数の1000分の102に相当する単位数 

⑿ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑿ イからタまでにより算

定した単位数の1000分の89に相当する単位数 

⒀ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒀ イからタまでにより算

定した単位数の1000分の89に相当する単位数 

⒁ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒁ イからタまでにより算

定した単位数の1000分の66に相当する単位数 

 （削る） ソ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防認知症対応型

共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い

、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に

掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからタまでにより算

定した単位数の1000分の31に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからタまでにより算

定した単位数の1000分の23に相当する単位数 

4
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 （削る） ツ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防認知症対応型

共同生活介護を行った場合は、イからタまでにより算定した

単位数の1000分の23に相当する単位数を所定単位数に加算す

る。 
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：令和６年４月改定箇所

Ⅰ　指定地域密着型サービス介護給付費単位数の算定構造

  １　定期巡回・随時対応型訪問介護看護費

　２　夜間対応型訪問介護費

　２－２　地域密着型通所介護費

　３　認知症対応型通所介護費

　４　小規模多機能型居宅介護費

　５　認知症対応型共同生活介護費

　６　地域密着型特定施設入居者生活介護費

　７　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

　８　複合型サービス費

Ⅱ　指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造

　１　介護予防認知症対応型通所介護費

　２　介護予防小規模多機能型居宅介護費

　３　介護予防認知症対応型共同生活介護費

介　護　報　酬　の　算　定　構　造

地　域　密　着　型　サ　ー　ビ　ス
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５　認知症対応型共同生活介護費

注 注 注 注 注

夜勤を行う職
員の勤務条件
基準を満たさ
ない場合

利用者の数
が利用定員
を超える場合

介護従業者
の員数が基
準に満たない
場合

身体拘束廃
止未実施減
算

３ユニットで夜
勤を行う職員
の員数を２人
以上とする場
合

夜間支援体制
加算(Ⅰ)

夜間支援体制
加算(Ⅱ)

認知症行動・
心理症状緊
急対応加算

若年性認知症
利用者受入加
算

要介護１ （ 765 単位）

要介護２ （ 801 単位）

要介護３ （ 824 単位）

要介護４ （ 841 単位）

要介護５ （ 859 単位）

要介護１ （ 753 単位）

要介護２ （ 788 単位）

要介護３ （ 812 単位）

要介護４ （ 828 単位）

要介護５ （ 845 単位）

要介護１ （ 793 単位）

要介護２ （ 829 単位）

要介護３ （ 854 単位）

要介護４ （ 870 単位）

要介護５ （ 887 単位）

要介護１ （ 781 単位）

要介護２ （ 817 単位）

要介護３ （ 841 単位）

要介護４ （ 858 単位）

要介護５ （ 874 単位）

ト　退居時相談援助加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

ル　栄養管理体制加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

ヲ　口腔衛生管理体制加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

（１月につき　３０単位を加算）

ワ　口腔・栄養スクリーニング加算（イを算定する場合のみ算定）

カ　科学的介護推進体制加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

タ　新興感染症等施設療養費

ナ　介護職員等ベースアップ等
　　支援加算

※　短期利用認知症対応型共同生活介護費は、区分支給限度基準額に含まれる。

※　介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等支援加算については、令和６年５月３１日まで算定可能。

※　業務継続計画未策定減算については、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、令和７年３月３１日までの間適用しない。

※　身体拘束廃止未実施減算については、ロを算定する場合は、令和７年４月１日から適用する。

注

×７０／１００ ×７０／１００×９７／１００

（１日につき　６単位を加算）

（１）　生活機能向上連携加算（Ⅰ）

注
所定単位は、イからソまでにより算定した単位数の合
計

（1月につき　＋所定単位×１１１／１０００）

ネ　介護職員等特定処遇改善
     加算

（１）　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

（２）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
ツ　介護職員処遇改善加算

（1月につき　＋所定単位×８１／１０００）

（３）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

（1月につき　＋所定単位×４５／１０００）

（１）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

ヨ　高齢者施設等感染対策向上
加算

又

は

注
所定単位は、イからソまでにより算定した単位数の合
計

－１０／１００

－１／１００

１日につき
－５０単位

１日につき
－５０単位

－１／１００ －３／１００

注
歯科医師又は歯科医師の指示を
受けた歯科衛生士が、介護職員に
対する口腔ケアに係る技術的助言
及び指導を月１回以上行っている
場合

１日につき
＋２５単位

１日につき
＋２５単位

注
所定単位は、イからソまでにより算定した単位数の合
計

（1月につき　＋所定単位×３１／１０００）

（２）　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×２３／１０００）

（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

ヌ　生活機能向上連携加算

利用者が病院又は診療所への入院を要した場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて1日につき２４６単位を算定

１日につき
＋１２０単位

（２）　認知症対応型共同生活介護費（Ⅱ）

注　入院時費用

（１）　相談・診療を行う体制を常時確保している協力医療機関と連携している場合

レ　生産性向上推進体制加算

（１）生産性向上推進体制加算（Ⅰ）

（１月につき　１００単位を加算）

ソ　サービス提供体制強化加算

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

（１日につき　２２単位を加算）

（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

（１日につき　１８単位を加算）

（２）生産性向上推進体制加算（Ⅱ）

（１月につき　１０単位を加算）

（１月に１回、連続する５日を限度として　２４０単位を算定）

（１月につき　２００単位を加算）

（1月につき　＋３０単位を加算）

（１）　高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）

（２）　高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）

（１月につき　１０単位を加算）

（１月につき　４０単位を加算）

（１回につき　２０単位を加算（６月に１回を限度））

（1月につき　１２０単位を加算）

（１）　認知症チームケア推進加算（Ⅰ）

（１）　認知症専門ケア加算（Ⅰ）

（1日につき　３単位を加算）

（1月につき　１００単位を加算）

（２）　生活機能向上連携加算（Ⅱ）

（1日につき　３０単位を加算）

（１）　医療連携体制加算Ⅰ（イ）

（1日につき　57単位を加算）

ホ　医療連携体制加算

（４）　医療連携体制加算（Ⅱ）

（1日につき　5単位を加算）

（２）　医療連携体制加算Ⅰ（ロ）

（1日につき　４7単位を加算）

（３）　医療連携体制加算Ⅰ（ハ）

（1日につき　37単位を加算）

１日につき
＋５０単位

1日につき
＋２００単位
（７日間を

限度）

（２）　短期利用認知症対応型共同生活
　　　　介護費（Ⅱ）

注　看取り介護加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

（１）　死亡日以前31日以上45日以下

 （１日につき　７２単位を加算）

（２）　死亡日以前４日以上30日以下

 （１日につき　１４４単位を加算）

（３）　死亡日以前２日又は３日

ロ　短期利用認知症対応型
　　共同生活介護費
　　（１日につき）※

注

高齢者虐待防
止措置未実施
減算

１日につき
＋５０単位

注 注

業務継続計画
未策定減算

（１月につき　５単位を加算）

基本部分

（1月につき　＋所定単位×２３／１０００）

イ　認知症対応型共同生活
　　介護費
　　（１日につき）

（１）　認知症対応型共同生活介護費（Ⅰ）

（４）　死亡日

（１）　短期利用認知症対応型共同生活
　　　　介護費（Ⅰ）

（１日につき　６８０単位を加算）

（１日につき　１，２８０単位を加算）

ハ　初期加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

リ　認知症チームケア推進加算
（イを算定する場合のみ算定）

ニ　協力医療機関連携加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

（1月につき　１５０単位を加算）

（２）　認知症チームケア推進加算（Ⅱ）

（２）　認知症専門ケア加算（Ⅱ）

（１月につき　１００単位を加算）

（２）　上記以外の協力医療機関と連携している場合

（１月につき　４０単位を加算）

へ　退居時情報提供加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

（２５０単位を加算）

チ　認知症専門ケア加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

（1日につき　４単位を加算）

（４００単位を加算（利用者１人につき１回を限度））

地域　6
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３　介護予防認知症対応型共同生活介護費

注 注 注 注 注 注 注

夜勤を行う職
員の勤務条件
基準を満たさ
ない場合

利用者の数が
利用定員を超
える場合

介護従業者の
員数が基準に
満たない場合

身体拘束廃止
未実施減算

高齢者虐待防
止措置未実施
減算

業務継続計画
未策定減算

３ユニットで夜
勤を行う職員
の員数を２人
以上とする場
合

夜間支援体制
加算(Ⅰ)

夜間支援体制
加算(Ⅱ)

認知症行動・
心理症状緊急
対応加算

若年性認知症
利用者受入加
算

（１）　介護予防認知症対応型
　　　 共同生活介護費（Ⅰ）

要支援２ （ 761 単位）
１日につき
＋５０単位

（２）　介護予防認知症対応型
       共同生活介護費（Ⅱ）

要支援２ （ 749 単位）
１日につき
－５０単位

１日につき
＋２５単位

（１）　介護予防短期利用認知症対応型
       共同生活介護費（Ⅰ）

要支援２ （ 789 単位）
１日につき
＋５０単位

（２）  介護予防短期利用認知症対応型
       共同生活介護費（Ⅱ）

要支援２ （ 777 単位）
１日につき
－５０単位

１日につき
＋２５単位

ハ　初期加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

ホ　退居時相談援助加算
　（イを算定する場合のみ算定）

リ　栄養管理体制加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

ヌ　口腔衛生管理体制加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

ル　口腔・栄養スクリーニング加算（イを算定する場合のみ算定）

ヲ　科学的介護推進体制加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

カ　新興感染症等施設療養費

ツ　介護職員等ベースアップ等
　　支援加算

※　介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等支援加算については、令和６年５月３１日まで算定可能。

※　身体拘束廃止未実施減算については、ロを算定する場合は、令和７年４月１日から適用する。

注

注
所定単位は、イからタまでにより算定した単位数の合計

注

－１０／１００

－１／１００

－３／１００

1日につき
＋２００単位
（７日間を

限度）

注
所定単位は、イからタまでにより算定した単位数の合計

レ　介護職員処遇改善加算

（1月につき　＋所定単位×１１１／１０００）

－１／１００

（1月につき　＋３０単位を加算）

（1月につき　２００単位を加算）

（１月につき　５単位を加算）

（１月に１回、連続する５日を限度として　２４０単位を算定）

×７０／１００

（１日につき　６単位を加算）

注
所定単位は、イからタまでにより算定した単位数の合計

利用者が病院又は診療所への入院を要した場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて1日につき２４６単位を算定

（２）　認知症チームケア推進加算（Ⅱ）

（１月につき　４０単位を加算）

（1月につき　１２０単位を加算）

（１）　生活機能向上連携加算（Ⅰ）

（１）生産性向上推進体制加算（Ⅰ）

（1月につき　＋所定単位×２３／１０００）

（1日につき　３０単位を加算）

（１）　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

※　介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費は、区分支給限度基準額に含まれる。

ソ　介護職員等特定処遇改善
　　加算 （２）　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×２３／１０００）

タ　サービス提供体制強化加算

（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

（1月につき　＋所定単位×３１／１０００）

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

（１日につき　２２単位を加算）

（1月につき　＋所定単位×４５／１０００）

（２）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×８１／１０００）

（３）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

ワ　高齢者施設等感染対策向上加算

（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

（２）　高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）

（１）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

ヨ　生産性向上推進体制加算
（２）生産性向上推進体制加算（Ⅱ）

イ　介護予防認知症対応型共同
　　生活介護費

（1日につき　４単位を加算）

注　入院時費用

（１回につき　２０単位を加算（６月に１回を限度））

（４００単位を加算（利用者１人につき１回を限度）)

（1月につき　１５０単位を加算）

ヘ　認知症専門ケア加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

（1月につき　１００単位を加算）

（２）　認知症専門ケア加算（Ⅱ）

ト　認知症チームケア推進加算
（イを算定する場合のみ算定）

（１日につき　１８単位を加算）

（１）　高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）

（１月につき　１０単位を加算）

（１月につき　１０単位を加算）

（１月につき　３０単位を加算）

（１月につき　１００単位を加算）

チ　生活機能向上連携加算

（２５０単位を加算）

注
歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導を月
１回以上行っている場合

（２）　生活機能向上連携加算（Ⅱ）

１日につき
＋１２０単位

ロ　介護予防短期利用認知症
　　対応型共同生活介護費※

×９７／１００ ×７０／１００

（１）　認知症チームケア推進加算（Ⅰ）

（1日につき　３単位を加算）

（１）　認知症専門ケア加算（Ⅰ）

ニ　退居時情報提供加算
　（イを算定する場合のみ算定）

又
は

基本部分

※　業務継続計画未策定減算については、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、令和７年３月３１日までの間適用しない。
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：令和６年６月改定箇所

Ⅰ　指定地域密着型サービス介護給付費単位数の算定構造

  １　定期巡回・随時対応型訪問介護看護費

　２　夜間対応型訪問介護費

　２－２　地域密着型通所介護費

　３　認知症対応型通所介護費

　４　小規模多機能型居宅介護費

　５　認知症対応型共同生活介護費

　６　地域密着型特定施設入居者生活介護費

　７　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

　８　複合型サービス費

Ⅱ　指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造

　１　介護予防認知症対応型通所介護費

　２　介護予防小規模多機能型居宅介護費

　３　介護予防認知症対応型共同生活介護費

介　護　報　酬　の　算　定　構　造

地　域　密　着　型　サ　ー　ビ　ス
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５　認知症対応型共同生活介護費

注 注 注 注 注

夜勤を行う職
員の勤務条件
基準を満たさ
ない場合

利用者の数
が利用定員
を超える場合

介護従業者
の員数が基
準に満たない
場合

身体拘束廃
止未実施減
算

３ユニットで夜
勤を行う職員
の員数を２人
以上とする場
合

夜間支援体制
加算(Ⅰ)

夜間支援体制
加算(Ⅱ)

認知症行動・
心理症状緊
急対応加算

若年性認知症
利用者受入加
算

要介護１ （ 765 単位）

要介護２ （ 801 単位）

要介護３ （ 824 単位）

要介護４ （ 841 単位）

要介護５ （ 859 単位）

要介護１ （ 753 単位）

要介護２ （ 788 単位）

要介護３ （ 812 単位）

要介護４ （ 828 単位）

要介護５ （ 845 単位）

要介護１ （ 793 単位）

要介護２ （ 829 単位）

要介護３ （ 854 単位）

要介護４ （ 870 単位）

要介護５ （ 887 単位）

要介護１ （ 781 単位）

要介護２ （ 817 単位）

要介護３ （ 841 単位）

要介護４ （ 858 単位）

要介護５ （ 874 単位）

ト　退居時相談援助加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

ル　栄養管理体制加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

ヲ　口腔衛生管理体制加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

（１月につき　３０単位を加算）

ワ　口腔・栄養スクリーニング加算（イを算定する場合のみ算定）

カ　科学的介護推進体制加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

タ　新興感染症等施設療養費

※　短期利用認知症対応型共同生活介護費は、区分支給限度基準額に含まれる。

※　身体拘束廃止未実施減算については、ロを算定する場合は、令和７年４月１日から適用する。

（十四）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１４）

（1月につき　＋所定単位×６６／１０００）

注
所定単位は、イからソまでにより算定した単位数の
合計

（十一）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１１）

（1月につき　＋所定単位×１０２／１０００）

（十二）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１２）

（1月につき　＋所定単位×８９／１０００）

（十三）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１３）

（1月につき　＋所定単位×１３２／１０００）

（九）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（９）

（十）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１０）

（1月につき　＋所定単位×９７／１０００）

（五）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（５）

（1月につき　＋所定単位×１３３／１０００）

（六）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（６）

（八）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（８）

（七）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（７）

（1月につき　＋所定単位×１２０／１０００）
（５）　介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）

（一）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１）

（1月につき　＋所定単位×１６３／１０００）

（二）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（２）

（1月につき　＋所定単位×１５６／１０００）

（三）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（３）

（1月につき　＋所定単位×８９／１０００）

（四）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（４）

（1月につき　＋所定単位×１４８／１０００）

（1月につき　＋所定単位×１１２／１０００）

ツ　介護職員等処遇改善加算

（１）　介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）

（1月につき　＋所定単位×１８６／１０００）

（２）　介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×１７８／１０００）

（３）　介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）

（1月につき　＋所定単位×１２５／１０００）

（４）　介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）

（1月につき　＋所定単位×１５５／１０００）

（1月につき　＋所定単位×１２５／１０００）

（1月につき　＋所定単位×１５５／１０００）

（１）　医療連携体制加算Ⅰ（イ）

（1日につき　57単位を加算）

（１）　生活機能向上連携加算（Ⅰ）

（１）　認知症専門ケア加算（Ⅰ）

へ　退居時情報提供加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

（２５０単位を加算）

ニ　協力医療機関連携加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

（1日につき　３０単位を加算）

（1日につき　４7単位を加算）

（３）　医療連携体制加算Ⅰ（ハ）
ホ　医療連携体制加算

（４）　医療連携体制加算（Ⅱ）

（1日につき　5単位を加算）

（２）　医療連携体制加算Ⅰ（ロ）

ロ　短期利用認知症対応型
　　共同生活介護費
　　（１日につき）※

（１月につき　１００単位を加算）

（２）　上記以外の協力医療機関と連携している場合

（１月につき　４０単位を加算）

注　看取り介護加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

基本部分

イ　認知症対応型共同生活
　　介護費
　　（１日につき）

（１）　認知症対応型共同生活介護費（Ⅰ）

注

業務継続計画
未策定減算

注

高齢者虐待防
止措置未実施
減算

１日につき
＋５０単位

注 注

－１／１００

（２）　死亡日以前４日以上30日以下

 （１日につき　１４４単位を加算）

（３）　死亡日以前２日又は３日

（４）　死亡日

１日につき
－５０単位

（１）　短期利用認知症対応型共同生活
　　　　介護費（Ⅰ）

注
歯科医師又は歯科医師の指示を
受けた歯科衛生士が、介護職員に
対する口腔ケアに係る技術的助言
及び指導を月１回以上行っている
場合

（1日につき　37単位を加算）

（４００単位を加算（利用者１人につき１回を限度））

（1月につき　１２０単位を加算）

（１）　認知症チームケア推進加算（Ⅰ）

１日につき
＋５０単位

（１日につき　６８０単位を加算）

（１日につき　１，２８０単位を加算）

ハ　初期加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

リ　認知症チームケア推進加算
（イを算定する場合のみ算定）

（２）　高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）

（２）生産性向上推進体制加算（Ⅱ）

（1日につき　３単位を加算）

（1日につき　４単位を加算）

（1月につき　１００単位を加算）

（２）　生活機能向上連携加算（Ⅱ）

（１月につき　２００単位を加算）

（１月につき　１００単位を加算）

（１月につき　４０単位を加算）

（1月につき　１５０単位を加算）

（１日につき　６単位を加算）

（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

（１日につき　１８単位を加算）

（１月に１回、連続する５日を限度として　２４０単位を算定）

（１月につき　１０単位を加算）

ソ　サービス提供体制強化加算

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

（１日につき　２２単位を加算）

（１月につき　５単位を加算）

（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

１日につき
＋１２０単位

（２）　認知症対応型共同生活介護費（Ⅱ）

注　入院時費用

（１）　相談・診療を行う体制を常時確保している協力医療機関と連携している場合

－１０／１００

－１／１００

1日につき
＋２００単位
（７日間を

限度）
（２）　短期利用認知症対応型共同生活
　　　　介護費（Ⅱ）

×７０／１００ ×７０／１００

チ　認知症専門ケア加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

ヌ　生活機能向上連携加算

利用者が病院又は診療所への入院を要した場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて1日につき２４６単位を算定

（２）　認知症チームケア推進加算（Ⅱ）

（２）　認知症専門ケア加算（Ⅱ）

（１）　死亡日以前31日以上45日以下

 （１日につき　７２単位を加算）

ヨ　高齢者施設等感染対策向上
加算

レ　生産性向上推進体制加算

（１）生産性向上推進体制加算（Ⅰ）

（１月につき　１０単位を加算）

（1月につき　＋３０単位を加算）

（１回につき　２０単位を加算（６月に１回を限度））

（１）　高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）

※　介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）については、令和７年３月３１日まで算定可能。

※　業務継続計画未策定減算については、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、令和７年３月３１日までの間適用しない。

－３／１００×９７／１００

１日につき
＋２５単位

１日につき
＋２５単位

１日につき
－５０単位

又

は

地域　6

68



３　介護予防認知症対応型共同生活介護費

注 注 注 注 注 注 注

夜勤を行う職
員の勤務条件
基準を満たさな
い場合

利用者の数が
利用定員を超
える場合

介護従業者の
員数が基準に
満たない場合

身体拘束廃止
未実施減算

高齢者虐待防
止措置未実施
減算

業務継続計画
未策定減算

３ユニットで夜
勤を行う職員
の員数を２人
以上とする場
合

夜間支援体制
加算(Ⅰ)

夜間支援体制
加算(Ⅱ)

認知症行動・
心理症状緊急
対応加算

若年性認知症
利用者受入加
算

（１）　介護予防認知症対応型
　　　 共同生活介護費（Ⅰ）

要支援２ （ 761 単位）
１日につき
＋５０単位

（２）　介護予防認知症対応型
       共同生活介護費（Ⅱ）

要支援２ （ 749 単位）
１日につき
－５０単位

１日につき
＋２５単位

（１）　介護予防短期利用認知症対応型
       共同生活介護費（Ⅰ）

要支援２ （ 789 単位）
１日につき
＋５０単位

（２）  介護予防短期利用認知症対応型
       共同生活介護費（Ⅱ）

要支援２ （ 777 単位）
１日につき
－５０単位

１日につき
＋２５単位

ハ　初期加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

ホ　退居時相談援助加算
　（イを算定する場合のみ算定）

リ　栄養管理体制加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

ヌ　口腔衛生管理体制加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

ル　口腔・栄養スクリーニング加算（イを算定する場合のみ算定）　　　　　　　　　　　　　

ヲ　科学的介護推進体制加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

カ　新興感染症等施設療養費

（十四）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１４）

（1月につき　＋所定単位×６６／１０００）

（十一）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１１）

（1月につき　＋所定単位×１０２／１０００）

（十二）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１２）

（1月につき　＋所定単位×８９／１０００）

（十三）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１３）

（1月につき　＋所定単位×８９／１０００）

（七）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（７）

（1月につき　＋所定単位×１２０／１０００）

（八）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（８）

（1月につき　＋所定単位×１３２／１０００）

（十）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１０）

（1月につき　＋所定単位×９７／１０００）

（九）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（９）

（1月につき　＋所定単位×１１２／１０００）

（三）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（３）

（1月につき　＋所定単位×１５５／１０００）

（四）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（４）

（1月につき　＋所定単位×１４８／１０００）

（五）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（５）

（1月につき　＋所定単位×１３３／１０００）

（六）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（６）

（1月につき　＋所定単位×１２５／１０００）

レ　介護職員等処遇改善加算

注
所定単位は、イからタまでにより算定した単位数の合計

（２）　介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）

（４）　介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）

（1月につき　＋所定単位×１２５／１０００）

（５）　介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）

（一）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１）

（1月につき　＋所定単位×１６３／１０００）

（１）　介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）

（1月につき　１００単位を加算）

※　業務継続計画未策定減算については、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、令和７年３月３１日までの間適用しない。

1日につき
＋２００単位
（７日間を

限度）

又
は

基本部分

×７０／１００

注

チ　生活機能向上連携加算

（２５０単位を加算）

注
歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導を月１
回以上行っている場合

（２）　生活機能向上連携加算（Ⅱ）

１日につき
＋１２０単位

（２）　認知症専門ケア加算（Ⅱ）

ト　認知症チームケア推進加算
（イを算定する場合のみ算定）

（１）　認知症チームケア推進加算（Ⅰ）

×９７／１００ ×７０／１００

注

ヘ　認知症専門ケア加算
　　（イを算定する場合のみ算定）

（１日につき　１８単位を加算）

（１）　高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）

（１月につき　１０単位を加算）

（１月につき　１００単位を加算）

（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

（１）　生活機能向上連携加算（Ⅰ）

（１）生産性向上推進体制加算（Ⅰ）

（1月につき　１２０単位を加算）

ワ　高齢者施設等感染対策向上加算

（1日につき　３０単位を加算）

注　入院時費用

（１回につき　２０単位を加算（６月に１回を限度））

（４００単位を加算（利用者１人につき１回を限度）)

（1月につき　１５０単位を加算）

ニ　退居時情報提供加算
　（イを算定する場合のみ算定）

（1日につき　３単位を加算）

（１）　認知症専門ケア加算（Ⅰ）

（1月につき　＋所定単位×１５６／１０００）

ヨ　生産性向上推進体制加算
（２）生産性向上推進体制加算（Ⅱ）

イ　介護予防認知症対応型共同
　　生活介護費

（1日につき　４単位を加算）

（１月につき　１０単位を加算）

（１月につき　３０単位を加算）

ロ　介護予防短期利用認知症
　　対応型共同生活介護費※

（２）　認知症チームケア推進加算（Ⅱ）

（１月につき　４０単位を加算）

（１月に１回、連続する５日を限度として　２４０単位を算定）

※　介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費は、区分支給限度基準額に含まれる。

タ　サービス提供体制強化加算

（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

（１日につき　２２単位を加算）

（1月につき　＋所定単位×１５５／１０００）

（1月につき　＋所定単位×１７８／１０００）

（３）　介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）

（二）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（２）

（１日につき　６単位を加算）

（２）　高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）

※　介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）については、令和７年３月３１日まで算定可能。

（1月につき　＋所定単位×１８６／１０００）

利用者が病院又は診療所への入院を要した場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて1日につき２４６単位を算定

－１０／１００

－１／１００

－３／１００－１／１００

※　身体拘束廃止未実施減算については、ロを算定する場合は、令和７年４月１日から適用する。

（1月につき　＋３０単位を加算）

（1月につき　２００単位を加算）

（１月につき　５単位を加算）
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